
不動産特定共同事業法

（委託者指図型） （委託者非指図型） （組合型） （信託型）

信託であって以下の要件を満た
すもの。

①　委託者の指図に基づいて主
として有価証券、不動産その他
政令で定める資産に対する投資
として運用し、受益権を分割し
て複数の者に取得させることを
目的とすること
（第2条第1項）

②　投資信託委託業者を委託者
とし、信託会社等を受託者とす
ること
（第4条）

信託であって以下の要件を満た
すもの。

①　受託者が、一つの信託約款
に基づき、複数の委託者との間
に締結する信託契約により受け
入れた金銭を、合同して、委託
者の指図に基づかず、主として
不動産その他政令で定める資産
に対する投資として運用するこ
とを目的とすること
（第2条第2項）

②　信託会社等を受託者とする
こと
（第49条の2）

資産を主として有価証券、不動
産その他政令で定める資産に対
して投資として運用することを
目的として、この法律に基づき
設立された法人。

①　設立企画人に投資信託委託
業者が含まれていること
（第66条）

②　最低出資総額（１億円以
上）
（第68条）

資産の流動化を行うことを目的
として、この法律に基づき設立
された法人。

①　設立発起人の資格に関する
規定はなし

②　最低特定資本金（10万円以
上）
（第19条）

信託であって以下の要件を満た
すもの。

①　資産の流動化を行うことを
目的として、この法律の定める
ところにより設定されてたこと

②　信託契約の締結時において
委託者が有する信託の受益権を
分割することにより複数の者に
取得させることを目的とするこ
と
（第2条第13項）

－ － －

ファンド
の届出・

監督

投資信託約款の届出
（第26条）

投資信託約款の届出
（第49条の4）

規約の届出
（第69条）
投資法人の登録
（第187条）

資産流動化計画の届出
（第3条）

資産流動化計画の届出
（第164条）

－ －
認可申請に係る不動産特定共同
事業契約約款の添付
（第5条第2項）

資産管理

信託会社等を投資信託契約の受
託者とする（信託財産として分
別管理）
（第4条）

分別運用義務
（第49条の7）

信託会社等、証券会社、等への
資産の保管業務の委託
（第208条）

信託会社等に対する信託（不動
産等、登記・登録制度がある資
産についてはそれ以外の方法も
可）
（第144条）

信託会社等を特定目的信託契約
の受託者とする（信託財産とし
て分割管理）
（第162条）

－ －
分別管理義務
（第27条）

運用者 投資信託委託業者 信託会社等 投資信託委託業者 － － 商品投資顧問業者 － 不動産特定共同事業者

受託者責
任・利益
相反防止

忠実義務・善管注意義務
（第14条）

忠実義務・善管注意義務
（第49条の8）
信託会社等の利益相反行為の禁
止
（第49条の9）

忠実義務・善管注意義務
（第34条の2）

－ － － －
信義誠実義務
（第14条）

ディスク
ロー

ジャー

運用報告書の作成・交付
（第33条）

運用報告書の作成・交付
（第49条の11、第33条）

資産運用報告書等の作成・交付
（第129条、第131条）

営業報告書等
（第85条）

信託財産の管理及び運用に係る
報告書等
（第203条）

顧客財産の運用の現状に関する
報告書の交付
（第18条）

－
財産管理報告書の作成・交付
（第28条）

投資信託委託業者
・株式会社（認可）
　（第6条）
・最低資本金規制（５千万円）
　（第9条）

信託会社
・株式会社（免許）
　（信託業法第3条）
・最低資本金・純資産額規制
（１億円）
　（信託業法第5条）

投資信託委託業者
・株式会社（認可）
　（第6条）
・最低資本金規制（５千万円）
　（第9条）

－ －

商品投資顧問業者
・株式会社（許可）
　（第30条）
・最低資本金規制（１億円、商
品投資販売業者のみが相手方な
らば、１千万円）
　（第32条）

－

不動産特定共同事業者
・法人（認可）
　（第3条）
・最低資本金規制（１億円、契
約の代理・媒介のみは２千万
円）
　（第7条）

商品投資販売業者
・法人（許可）
　（第3条）
・最低資本金規制（10億円、５
億円、２千万円、１千万円）
　（第6条）

商品投資販売業者
・法人（許可）
　（第3条）
・最低資本金規制（10億円、５
億円、２千万円、１千万円）
　（第6条）

不動産特定共同事業者
・法人（許可）
　（第3条）
・最低資本金規制（１億円、契
約の代理・媒介のみは２千万
円）
　（第7条）

商品投資に係る事業
の規制に関する法律

商品投資契約

わが国における集団投資スキーム（ファンド）に対する規制

不動産特定共同事業契約ＳＰＣ
投資信託

ス キ ー ム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　証券会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・株式会社（登録）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （証券取引法第28条）
　　　　           　　　　　　　　　　　　・最低資本金（５千万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（証券取引法第28条の4）

運用
についての規制（注

３）

販売・勧誘
についての規制（注

４）

資産流動化法
投資信託及び投資
法人に関する法律

投資法人 ＳＰＴ

ファンド
自体の
監督

根 拠 法 令

ビークル
の組成についての規

定

（注２） （注２）

（注２） （注２）

資料１－２

（注１）民商法や信託法等の一般法による規制は省略
（注２）流動化のためのスキームであることから、運用は原則禁止
（注３）運用行為への規制については「資産運用行為に関する措置の概要」を参照
（注４）販売・勧誘行為への規制については「販売・勧誘行為に関する措置の概要」を参照


